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○多賀町介護職員初任者研修受講補助金交付要綱 

平成30年３月29日要綱第13号 

改正 

平成31年１月９日要綱第５号 

平成31年４月26日要綱第24号 

令和３年11月12日要綱第37号 

多賀町介護職員初任者研修受講補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、介護サービスに係る新たな雇用の確保を図り、質の高い介護サービスの安定

供給に資するため、介護サービス事業者（以下「事業者」という。）が従業者に研修を受講させ

た経費に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に関しては、多賀町

補助金等交付規則（昭和63年多賀町規則第12号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、介護職員初任者研修（以下「研修」という。）とは、介護保険法施行

令（平成10年政令第412号）第３条第１項各号に掲げる研修で、介護保険法施行規則（平成11年厚

生省令第36号）第22条の23第１項に規定する介護職員初任者研修課程に係るものとし、実施年度

内に終了するものをいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、次に掲げる事業のいずれかを町内で行う事業者とする。 

(１) 介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）第８条第１項に規定する居宅サ

ービス（訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、福祉用具貸与および特定福

祉用具販売を除く。）を行う事業 

(２) 法第８条第14項に規定する地域密着型サービスを行う事業 

(３) 法第８条第26項に規定する施設サービスを行う事業 

(４) 法第８条の２第１項に規定する介護予防サービス（介護予防訪問看護、介護予防訪問リハ

ビリテーション、介護予防居宅療養管理指導、介護予防福祉用具貸与および特定介護予防福祉

用具販売を除く。）を行う事業 

(５) 法第８条の２第12項に規定する地域密着型介護予防サービスを行う事業 

(６) 法第115条の45第１項第１号イに規定する第１号訪問事業および同号ロに規定する第１号



2/10 

通所事業 

（補助対象経費） 

第４条 補助対象となる経費は、他の公的助成を受けていない研修に係る受講料および教材費（以

下「受講料等」という。）とする。ただし、分割払に伴う手数料および修了評価不合格者の追試

等に係る追加費用は、補助対象経費から除くものとする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、受講者１名につき受講料等に２分の１を乗じて得た金額（1,000円未満切捨

て）または受講者１名につき50,000円のいずれか少ない額とする。 

（交付条件） 

第６条 規則第５条に規定する条件は、当該研修の終了後引き続き３か月以上当該事業所に勤務し

ている者に対する研修とする。 

（交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする事業者は、多賀町介護職員初任者研修受講補助金交付申請

書兼実績報告書（別記様式第１号）に次の関係書類を添えて、町長に提出しなければならない。 

(１) 補助金所要額調書（別記様式第２号） 

(２) 介護職員初任者研修課程を修了したことを証する書類の写し 

(３) 介護職員初任者研修の受講料等の領収書の写し 

(４) 雇用証明書 

(５) 誓約書（別記様式第３号） 

（交付決定および通知） 

第８条 町長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助金の交付が適当

と認められるときは、申請者に多賀町介護職員初任者研修受講補助金交付決定兼確定通知書（別

記様式第４号）により、当該申請者に通知するものとする。 

（実績報告および補助金の額の確定） 

第９条 規則第12条の規定による補助金の実績報告は、第７条に規定する交付申請書の提出をもっ

てなされたものとみなす。 

２ 規則第13条の規定による補助金の額は、前条の規定により通知した額で確定するものとする。 

（交付請求書） 

第10条 第８条の通知を受けた者が補助金の交付を受けようとするときは、多賀町介護職員初任者

研修受講補助金交付請求書（別記様式第５号）を町長に提出しなければならない。 
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（取消通知書） 

第11条 町長は、補助金の受給者が偽りその他不正な手段により交付を受けたときは、交付決定の

全部または一部を取り消すことができる。 

２ 町長は、前項の規定により交付決定の全部または一部を取り消したときは、多賀町介護職員初

任者研修受講補助金交付決定取消通知書（別記様式第６号）により通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第12条 規則第20条の規定による返還の命令は、多賀町介護職員初任者研修受講補助金返還通知書

（別記様式第７号）により行うものとする。 

（委任） 

第13条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、町長が別に定める。 

付 則 

この要綱は、平成30年４月１日から施行する。 

付 則（平成31年１月９日要綱第５号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 

付 則（平成31年４月26日要綱第24号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、元号を改める政令（平成31年法律第143号）の施行の日（令和元年５月１日）から

施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、現に使用しているこの要綱による改正前の様式による用紙で、現に残存

するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

付 則（令和３年11月12日要綱第37号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、現に使用しているこの要綱による改正前の様式による用紙で、現に残存

するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 
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別記様式第１号（第７条、第９条関係） 
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様式第２号（第７条、第９条関係） 
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様式第３号（第７条、第９条関係） 
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様式第４号（第８条、第９条関係） 
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様式第５号（第10条関係） 
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様式第６号（第11条関係） 
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様式第７号（第12条関係） 

 


